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Ⅰ 判例のポイント 

 

夫が、別居中の当時の妻が使用する自動車にＧＰＳ機器を密かに取り付け、その後多数回にわ

たって同車の位置情報を探索して取得した行為と（第１５２８号事件3）、被告人が共犯者と共謀

の上、多数回にわたり、元交際相手が使用している自動車にＧＰＳ機器を密かに取り付け、同車

の位置を探索して同人の動静を把握した行為（第１５２９号事件4）が、ともに、ストーカー行為

等の規制等に関する法律（以下「ストーカー規制法」という。）２条１項１号の「『通常所在する

場所』の付近における『見張り』に該当しないか」が争われ、最高裁は、７月３０日に、２件と

も「見張りに該当しない」という原審の判断を維持した5。 

少なくとも両事案の発生の頃までは、ストーカー事犯は深刻化し、一方でＧＰＳ機器や盗聴器

の機能の高度化と利用容易性が高まり、さらにスマートホンが広くいきわたる中で、ストーカー

犯のつきまとい行為にとって重要な、被害者の動静把握の手段も高度化してきたことは否定でき

ない6。本件の場合も、これまでの生活の拠点を捨ててシェルターや遠方の身内に身を寄せ、スト

ーカーの影に怯える被害者からみたら、自己の車にＧＰＳ機器をセットされたら、ストーカー規

制法の保護法益が侵害されることは明らかであろう。 

検察は、これらの行為をストーカー規制法２条１項１号の「通常所在する場所の付近における

見張り」として起訴してきた。そして、その主張が、本件の両第１審判決を含めたいくつかの下

級審判例により認められてきたのである。そして検察実務に最も影響力があったのが、上告理由

に挙げられた福岡高判平成 29年 9月 22日（高検速報平成 29年 282頁、WestlawJapan文献番

号 2017WLJPCA09226015）なのである（さらに、それに先行するものとして東京地裁立川支判
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平成 27年 1月 16日（公刊物未登載・研修 842号 70頁参照）がある）。 

しかし、ストーカー規制法は、すべての「見張り行為」を処罰の対象にはしていない。「通常所

在する場所の付近における見張り」に限定していることに注意しなければならない。 

 

 

Ⅱ 事実の概要 

 

(1)第１５２８号事件 

被告人Ａと被害者Ｂは平成２７年５月に結婚し、以後同居していたが、平成２８年１月１０日、

ＡがＢに暴力を振るったことから、Ｂは、警察に保護を求めシェルターに宿泊した。その後、ホ

テルに宿泊したり、Ｂの妹方に身を寄せるなどした上、マンションに入居し、妹から自動車を借

り受け、以後日常生活の足として利用するようになった。そして、本件自動車の保管場所として

パーキング丙を賃借していたところ、Ａが同年２月１５日頃ＧＰＳ機能付き電子機器を本件自動

車に取り付けてその位置情報を取得しようと考え、本件自動車の後部バンパー内側に本件ＧＰＳ

機器がガムテープで貼り付けられ、Ａは、その頃から同年３月７日までの間、Ａの所持する携帯

電話を利用して、本件ＧＰＳ機器から発信される本件自動車の位置情報を探索して取得し、把握

した本件自動車の位置情報に基づき、妹方付近にいることを知り、その周辺に赴き、近隣のアパ

ート２階廊下からＢの通行しそうな路上を注視したという事案である（なお、本件注視行為が「見

張り」に該当することには疑いがないとされ、弁護人も争っていない）。 

この事実に対し、第１審の福岡地判平成 30年 3月 12日は、「パーキング丙は、Ｂが、日常的に

利用する本件自動車の保管場所として賃借していた場所であり、『（Ｂの）通常所在する場所の付

近』に当たることは明らかである。」とした上で、ストーカー規制法にいう「見張り」は、社会生

活の変化に伴って変容し、あるいは多様化し得るものであるとし、「相手方の動静を直接観察する

ことは必須ではなく相手方が通常使用する物や建物の状況を観察することによって相手方の動静

を把握する行為が含まれると解すべきであるし、電子機器等を使用して相手方に関する情報を取

得することを通じてなされる動静観察行為も含まれると解すべきである。」と判示した。そして、

「本件ＧＰＳ機器を本件自動車に取り付ける行為」も本件位置情報取得行為と強い関連性・一体

性があり、本件位置情報取得行為と分断して単なる準備行為と捉えるのは妥当でなく、「本件位置

情報取得行為は、いずれも本件自動車から離れた場所でなされており、それだけを取り出せばＢ

の通常所在する場所の付近における見張りとはいえないが、Ｂの通常所在する場所であるパーキ

ング丙でなされた本件ＧＰＳ機器の取付け行為と一体のものとしてみれば、全体として場所的要

件も充足するというべきである。」として構成要件該当性を認めた。 

これに対し、原審である福岡高判平成 30年 9月 20日は、第１審を破棄し、本件自動車に本件

ＧＰＳ機器を密かに取り付けて行った本件位置情報取得行為は、ストーカー規制法２条１項１号
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の「通常所在する場所」付近における「見張り」に該当しないと自判した。 

ストーカー規制法２条１項１号は、「つきまとい」「待ち伏せ」等の行為と異なり、「見張り」に

ついて「住居、勤務先、学校その他その通常所在する場所の付近において」という行為者の所在

する場所に関する要件を規定しており、観察行為自体に「行為者の感覚器官が用いられることを

当然の前提にしている」と解するのが自然であり、感覚器官の作用とは全く異なる機構によって

相手方の動静情報を収集する機器を用いる行為は、更なる「見張り」等のための準備、予備行為

とはなり得ても、「見張り」の実行行為そのものではない。したがって、取り付けたＧＰＳ機器を

用いて位置情報を探索取得したＡの行為は、ストーカー規制法２条１項１号の「見張り」に該当

しないとした。 

また、第１審判決が、「ＧＰＳ機器取付行為と位置情報探索取得行為は強い関連性があるから、

これらを一体のものとしてみれば全体として場所的要件も充足する」とした点についても、前者

と後者とが評価として一体であるという理由で、可罰的な「見張り」を限定する場所的要件を後

者につき不要とするのは、同要件を実質的に無意味化するものであると批判した。 

 

(2)第１５２９号事件 

被告人Ｃは、Ｄ（当時２８ないし２９歳）に対する被告人Ｃの恋愛感情その他の好意の感情又

はそれが満たされなかったことに対する怨恨の感情を充足する目的で、平成２８年４月２３日頃

から同２９年２月２３日までの間、Ｎ県Ｓ市所在のａ駐車場等において、多数回にわたり、Ｄが

使用している自動車にＧＰＳ機能付き電子機器を密かに取り付け、同車の位置を探索して同人の

動静を把握する方法により同人の見張りをし、もって、同人の身体の安全、住居等の平穏が害さ

れ、又は行動の自由が著しく害される不安を覚えさせるような方法によりつきまとい等を反復し

て行い、ストーカー行為をしたという事案である。 

これに対し、第１審の佐賀地判平成 30年 1月 22日は、本件で用いられたＧＰＳ機器は充電し

て電源を入れればインターネットに繋がっているパソコンや携帯電話を使って位置情報が検索で

きるものなので、それを自動車に取り付けて被害者の所在する場所の位置情報を検索する行為も

「見張り」行為の一態様と解されるとし、被害者が日常的に使用している自動車は「住居、勤務

先、学校」とは場所的移動を伴う点で異なっているが、本件のようなＧＰＳ機器を自動車に取り

付けた場合、特定の者が行く先々の位置情報を何時でも検索・把握し得るものであるから、自動

車が特定の者の場所的移動の手段として日常的に利用されている限り、自動車自体が「その他そ

の通常所在する場所」と考えるのが相当であるとした。 

これに対し、原審の福岡高判平成 30年 9月 21日は、「法は、『見張り』について、被害者の住

居等の付近において行われるものに限って、規制対象にしている。そうすると、本件において、

本件ＧＰＳ機器を本件自動車に取り付け、同車の位置を探索して同人の動静を把握する行為は、

被害者の通常所在する場所の付近から離れて、携帯電話を用いて、本件ＧＰＳ機器による位置情
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報提供サービスを行う会社のホームページに接続して、本件自動車の位置情報を取得することに

よって行うもので、被害者の住居等の付近において、視覚等の感覚器官によって被害者の動静を

観察するものではないから、法所定の『見張り』に該当しないと解するのが相当である」と判示

した7。 

 

 

Ⅲ 判旨 

 

両事件とも、検察側は、福岡高判平成 29年 9月 22日に反するし、判決に影響を及ぼすべき法

令の違反があるなどとして上告した。 

これに対し、最高裁は「ストーカー規制法２条１項１号は、好意の感情等を抱いている対象で

ある特定の者又はその者と社会生活において密接な関係を有する者に対し、『住居、勤務先、学校

その他その通常所在する場所（住居等）の付近において見張り』をする行為について規定してい

るところ、この規定内容及びその趣旨に照らすと、『住居等の付近において見張り』をする行為に

該当するためには、機器等を用いる場合であっても、上記特定の者等の『住居等』の付近という

一定の場所において同所における上記特定の者等の動静を観察する行為が行われることを要する

ものと解するのが相当である」と判示し、第１５２８号事件の場合には8「第１審判決の認定によ

れば、被告人は、妻が上記自動車を駐車するために賃借していた駐車場においてＧＰＳ機器を同

車に取り付けたが、同車の位置情報の探索取得は同駐車場の付近において行われたものではない

というのであり、また、同駐車場を離れて移動する同車の位置情報は同駐車場付近における妻の

動静に関する情報とはいえず、被告人の行為は上記の要件を満たさないから、『住居等の付近にお

いて見張り』をする行為に該当しないとした原判決の結論は正当として是認することができる」

と判示し、刑訴法４１０条２項により、福岡高判平成 29年 9月 22日を変更するとし、原判決を

維持した。 

 

 

Ⅳ コメント 

 

１ ストーカーは、刑罰権が介入する限界が非常に難しい問題で、かつての刑罰謙抑主義が絶対

視されて「民事不介入」「法は家庭に入らず」が強調されていた時代には、その立法に取り組む

こと自体にさえ、消極的意見がみられた。ただ、「悲惨な被害」が明らかになることにより、次

第に国民の中に「つきまとっただけでも処罰すべき場合がある」という規範が定着してきたとい

えよう。 

  しかし、ストーカー問題は、男女間の恋愛感情の関わるトラブルに関するものであり、介入
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の限界が非常に微妙であることも忘れてはならない。定着したといっても、各要件の解釈は慎重

になされなければならない。社会の変化に応じて修正することは必要だとしても、個人的・感情

的領域、そして人により見方の幅のある領域であることに留意する必要がある。 

２ ストーカー規制法２条１項１号が、「見張り」を「つきまとい」「待ち伏せ」等の行為と同等

に扱うには、「住居、勤務先、学校その他その通常所在する場所の付近において」という条件が

必要だとしているのは、最も通常の語義を基準に考えると、「直接ではない見張り」では、安心・

安全感の脅威が処罰に値する程度に達していないからである。 

３ もちろん、ストーカー行為と認める判例も、この点を無視しているわけではない。第１５２

９号事件に関する佐賀地判平成 30年 1月 22日は、「被害者が日常的に使用している自動車は『住

居、勤務先、学校』とは場所的移動を伴う点で異なっているが、本件のようなＧＰＳ機器を自動

車に取り付けた場合、特定の者が行く先々の位置情報を何時でも検索・把握し得るものであるか

ら、自動車自体が『住居、勤務先、学校その他その通常所在する場所』である」と説明する。た

だ、自動車を通常所在する場所とするのは、かなり苦しい解釈であろう。 

４ これに対して、第１５２８号事件の第１審の福岡地判平成 30 年 3 月 12 日は、「ＧＰＳ機器

を本件自動車に取り付ける行為とも位置情報取得行為と強い関連性・一体性があり、本件位置情

報取得行為は、それだけを取り出せばＢの通常所在する場所の付近における見張りとはいえない

が、Ｂの通常所在する場所であるパーキング丙でなされた本件ＧＰＳ機器の取付け行為と一体の

ものとしてみれば、全体として場所的要件も充足する」と説明する。 

  たしかに、判例は複数に見える行為を一連・一体のものとして一個の実行行為とし、その一

部の開始があれば未遂の成立を認める（最一小決平成 16年 3月 22日・刑集 58巻 3号 187頁・

WestlawJapan文献番号 2004WLJPCA03220001）。また詐欺罪の実行行為の実質的理解（最一

小判平成30年3月22日・刑集72巻1号82頁・WestlawJapan文献番号2018WLJPCA03229001）

なども、福岡地判平成 30 年 3 月 12 日に繫がる考え方であろう。そもそも、構成要件を厳格に

解釈すれば、死者は財物を事実上握持できない以上、死体から財物を奪う場合は窃盗は成立し得

ないはずだが、判例は自己の殺害行為を利用して財物を奪取した一連の行為は、これを全体的に

考察して、他人の財物に対する所持を侵害したものというべきであるとする（最二小判昭和 41

年 4月 8日・刑集 20巻 4号 207頁・WestlawJapan文献番号 1966WLJPCA04080010）。 

５ しかし、そのことと、ＧＰＳ機器の設置行為が、通常所在する場所で行われた以上、それに

基づく情報収集のすべてが「通常所在する住居等の付近における見張り」にあたるということは、

実質的にかなり異なる。設置行為の回数が多くその時間が長くて、実質的にも「住居等の付近に

おける見張り」と認定できる場合はともかく、ＧＰＳ機器による情報収集そのものは、ストーカ

ー規制法２条１項１号の「見張り」には該当しないように思われる。観察行為自体が一定の脅威

性を伴う必要があり、遠隔地から電子機器などで被害者の動静情報を収集する行為は、「見張り」

ではなく、その準備とみるべきで、その部分が「住居等の付近における見張り」にあたるとして

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/external/doc?docguid=I7805d6b0201a11dd9475010000000000&from-delivery=true
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も、情報収集行為すべてがストーカー規制法２条１項１号の「見張り」には該当することにはな

らない。 

６ 検察側が挙げる福岡高判平成 29年 9月 22日は、被告人が、別居中の妻である被害者Ⅹ及び

その交際相手であるＹの各自動車にＧＰＳ機器を取り付け、その位置を探索するなどした事案に

関するものであるが、「Ⅹ方駐車場ほか１か所において、同人が使用している自動車にＧＰＳ機

器を密かに取り付け、同車の位置を探索して住居等にいる同人の動静を把握する方法により、同

人の見張りをし」、「Ｙが賃借するアパート駐車場において、同人が使用する自動車にＧＰＳ機器

を密かに取り付け、同車の位置を探索して住居等にいる同人の動静を把握する方法により、同人

の見張りをし」た旨、犯罪事実を認定した。ただ、その理由として、「電子機器等の取り付け又

は設置が、対象者の住居等付近において行われれば時間的には短い場合が多いものの、文字どお

り見張りをしたと解される」とするのみで、説明が十分なものとはいいがたく、本判決で変更さ

れたのもやむを得ないといえよう。 

 

 

 

 

（掲載日 2020年 8月 4日） 

 

1 本件判決の詳細は、最一小判令和 2年 7月 30日（WestlawJapan文献番号 2020WLJPCA07309002）を参照。 

2 本件判決の詳細は、最一小判令和 2年 7月 30日（WestlawJapan文献番号 2020WLJPCA07309001）を参照。 

3 原審は、福岡高判平成 30 年 9 月 20 日（WestlawJapan 文献番号 2018WLJPCA09206001、判タ 1459 号 118

頁）、第１審は福岡地判平成 30年 3月 12日（WestlawJapan文献番号 2018WLJPCA03126007）である。 

4 原審は、福岡高判平成 30年 9月 21日（裁判所Web、WestlawJapan文献番号 2018WLJPCA09219001）、第１

審は佐賀地判平成 30年 1月 22日（WestlawJapan文献番号 2018WLJPCA01226003）である。 

5 第１５２８号事件は、偽造罪関連の事実も含まれていたが、重要な争点はＧＰＳ機器を用いた情報取得行為がス

トーカー規制法の「見張り」に該当するかである。 

6 盗聴器を設置されたり、離れたところから無線ルーターの電波を盗聴されていると分かれば、内心の平穏は著し

く乱されよう。ただ、これらの行為は、住居侵入罪などで、かなりの部分は対応できよう。 

7 なお、福岡高判平成 30年 9月 21日は、「本件公訴事実には、被告人が、本件自動車に本件ＧＰＳ機器を取り付

ける際に、付近に被害者がいないかどうかを確認するなどして、被害者の動静を観察する行為が含まれていると

解する余地があり、仮にこれが含まれているとすると、その行為が、被害者の通常所在する場所の付近における

『見張り』に該当するとみる余地がある。そうすると、本件については、原審に差し戻した上で、本件公訴事実

にこれらの行為が含まれるか等について、検察官に明確にさせた上で、それが法所定のストーカー行為に当たる

のかについて、更に審理を尽くさせる必要がある」として、差し戻した。ただ、「ＧＰＳ機器を設置して行う情
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報取得行為がストーカー規制法の見張りに該当するか」については、第１５２８号に関する福岡高判平成 30年

9月 20日と基本的に同一であるといってよい。 

8 第１５２９号事件の場合は、「原判決の認定によれば、被告人は、元交際相手が利用していた美容室の駐車場等

においてＧＰＳ機器を上記自動車に取り付けたが、同車の位置の探索は同駐車場等の付近から離れた場所におい

て行われたというのであり、また、同駐車場等を離れて移動する同車の位置情報は同駐車場等の付近における同

人の動静に関する情報とはいえず、被告人の行為は上記の要件を満たさない」とした。 


